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畜産環境を巡る現状と課題 

農林水産省 生産局 畜産部 

畜産企画課 

調査官 

井戸 將悟 

１．法律制定以前の畜産環境問題 

 法律の制定に当たって、国は都道府県

とも連携して、家畜ふん尿（当時の一般

的な呼称、法律制定後、「家畜排せつ物」

に用語を統一。）の利用実態の調査を行

った。その結果、全国の畜産業からの排

出量の約一割が「野積み」や「素掘り」

状態にあった（図１）。 

図１ 家畜排せつ物法制定時の状況 

このような不法投棄に似た不適切な行

為が、悪臭・害虫の発生や地下水への硝

酸態窒素汚染の要因とされ（図２、３，

４）、社会問題化していた。悪質なもの

では、河川への意図的な放流等により司

法当局に検挙されるものも時折みられた

（図５）。 

図２ 家畜排せつ物と環境問題の関わり 

図３ 家畜排せつ物の発生量 
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図４ 家畜排せつ物の汚濁負荷量 

図５ 畜産経営に伴う苦情発生状況 

２．法律の制定から５年間の猶予期間

にかけて 

 家畜排せつ物の管理の適正化及び利用

の促進に関する法律（平成11年法律第112

号。以下「法」という。）は（図６）、 

図６ 家畜排せつ物法の制定 

畜産業者自らが排せつ物の適正な管理を

行うことと併せて、施設整備等に対する

長期かつ低利の資金融通が法律に明記さ

れ（図７）、平成11年7月に制定された。

さらに、平成16年11月までの5年間、法に

基づく管理基準（図８）の適用猶予期間

が置かれた。 

図７ 法の基本的枠組み 

図８ 管理基準 

 この間、施設整備に対する大型補助事

業や個人への補助付きリース事業により、

高度な堆肥化施設、個人向けの堆肥舎・

機械の整備が集中的に行われた（図９）。 
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図９ 施設・機械の整備 

 毎年12月1日の時点でとりまとめられ

ている、法の施行状況調査を平成26年で

見ると、これまで畜産環境保全に関する

施策を行政や農協関係者、事業者が一体

となって推進してきた結果、ほぼ全ての

適用対象農家において管理基準が遵守さ

れている状況となっている（図１０）。 

図10 法施行状況（平成26年12月1日時点） 

３．国が定める基本方針での家畜排せ

つ物の利用の促進に関する基本的

な方向 

家畜排せつ物が、肥料三要素、微量要

素、有機物等を多く含むという資源性の

確認を行いつつ良質な堆肥として利用を

図ることが原則となる（図１１）。 

図11 基本方針（平成27年3月公表）の構成 

①畜産農家サイドにあっては、自給飼

料生産に際して、生産した適正な量

の堆肥を自らの草地等に施用するこ

とが重要である。 

②また、飼養規模の拡大により堆肥の

生産が増加した場合や、飼料用米等

の利用拡大により地域内での耕種農

家との連携が強まった場合には、堆

肥の地域内利用での利用拡大を図る

ことが求められる。なお、地域内で

の堆肥の有効利用に当たっては、地

方自治体、生産者団体その他の関係

者が、畜産クラスターの仕組み等も

活用しつつ、主導的な役割を果たす

ことが求められる。 

③さらに、畜産農家等の高齢化に伴い、

堆肥生産、散布作業等が負担となり、

堆肥利用の促進に支障が生じる場合

は、地域の堆肥センター、コントラ

クター、ヘルパー組織等の外部支援

組織を活用することも地域の活性化

につながる。 
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④一方で、堆肥の生産量が需要量を超

えている地域もあり（図１２）、こ

の場合、堆肥を必要とする地域に対

して堆肥に関する情報を積極的に開

示・提供するほか、利用者側のニー

ズを的確に把握することが重要にな

る。 

近年の水田農業政策の見直しの中

での飼料用米の大増産等を機会とし

て、耕畜連携の推進機運が更に高ま

っていることから、より広域の情報

について調整し得る地方自治体、生

産者団体、堆肥センタ－等が収集し

た情報に基づき、良質堆肥の一層の

利用促進が肝要である。 

図12 各都道府県別耕地面積当たりの家畜排せつ物発生量（窒素ベース） 

４．法第７条に規定する「処理高

度化施設」 

法制定時の概念として、 

①堆肥化処理を効率的に行うため

の送風装置、撹拌装置等を備え

た堆肥舎、強制乾燥施設 

②堆肥の取り扱い性を向上させる

ための成形加工装置、袋詰め装

置 

③堆肥の成分分析を行うための成

分分析装置 

④堆肥散布のためのマニュアスプ

レッダー等の装置と整理されて

いた。 

 管理基準の適用猶予期間の5年間に

は、補助付きリース事業だけで1,000

億円を超える事業が実施され、その結

果、施設・機械メーカーにおける技術
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革新も著しく進歩し、更に精緻な施設

・機械も考案された。 

５．再生可能エネルギー固定価格

買取制度 

 一方、近年では、再生可能エネルギ

ー電気の固定価格買取制度（以下「固

定価格買取制度」という。）が平成2

4年度から開始され（図１３、１４）、

条件が整っている地域にあっては、メ

タン発酵や鶏ふん等の燃焼によるバ

イオマス発電（図１５）が進展してい

る。 

図13 再生可能エネルギー固定価格買取制度 

図14 買取価格と期間 図15 畜産バイオ発電 
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図16 メタン発酵による高度利用 

図17 炭化・焼却による高度利用 

家畜排せつ物のエネルギー利用に当た

っては、地域によって、接続地点付近の

電力系統の容量不足等の課題が残るもの

の、平成26年度における固定価格買取制

度の運用の見直しにより、家畜排せつ物

を利用する発電設備は、原則として出力

制御の対象とせずに、電力系統に接続で

きることとなった。なお、発電等に伴い

発生する熱等のエネルギーの有効利用、

副産物の肥料としての活用等については、

地域振興にもつながること等から、その

推進に当たっては、地方自治体、生産者

団体等が積極的に関与することが望まし

い（図１６、１７）。 

６．畜産環境対策の推進 

 畜産臭気（図１８）や畜舎排水（図１

９）に係る環境規制の強化、混住化の進

展等による周辺住民の苦情の深刻化に対

応すべく環境対策を講じることは極めて

重要である。 

図18 悪臭防止対策 

図19 水質汚濁防止対策 

 周辺住民との関係においては、処理施

設の整備状況、整備に係る負担、臭気や

排水に対する硝酸性窒素等の低減効果に

加えて、畜産業の意義等を理解してもら

うことが重要である。そのために、地方

自治体等の第三者が参加する形で周辺住
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民と話し合うなど、良好なコミュニケー

ションを図ることが有益である。 

（１）臭気対策 

 今後の施設整備に当たっては、臭気対

策としては、物質濃度規制に替えて複合

臭等に対応が可能な官能検査による臭気

指数規制を導入する地方自治体が増加し

ていることを踏まえて（図２０）、臭気

が発生する堆肥舎、畜舎等の場所ごとに、

効果的な臭気低減対策や脱臭装置（密閉

型畜舎であればバイオフィルター、光触

媒脱臭装置等）（図２１、２２、２３）

の整備が可能か検討を加える。 

図20 悪臭防止法の体系 

図21 脱臭技術の例（光触媒脱臭装置） 

図22 脱臭装置の例（土壌脱臭装置） 

図23 脱臭装置の例 

（おが屑（もみ殻）脱臭装置） 

（２）汚水対策 

 また、汚水対策としては、活性汚泥浄

化処理、膜処理等を行う汚水処理施設の

整備及びその適切な管理を検討する。 

図24 排水規制の体系 
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図25 畜産業の規制対象 

図26 畜産業の排水基準 

図27 硝酸性窒素等の排水基準 

現在、畜産事業場から排出される汚水

（図２４、２５、２６）には硝酸性窒素

等に係る暫定排水基準（700 mg/L）が適
用されているものの、将来的には一般排

水基準（100 mg/L）（図２７）が適用さ

れる可能性も念頭に置いて対応する。 

 なお、特に地方自治体の判断により基

準が設定される臭気規制をはじめとして、

強化される環境規制について、地方自治

体の畜産主務課は、環境部局と連携し、

適正な家畜の飼養管理や施設管理が図ら

れるよう指導等を行うことが重要である。 

 新たな「家畜排せつ物の利用の促進を

図るための基本方針」については、畜産

環境情報 第58号（2015/6）において、農

林水産省 生産局 畜産部 畜産企画課 中

島一憲係長が触れていますが、本稿は、

平成27年9月に開催された農水省主催中

央畜産技術研修の資料に基づいて、初心

者向けに畜産環境を巡る情勢に若干のコ

メントを加えたものです。 
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「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針」の概要 

農林水産省 生産局 畜産部 畜産企画課 

はじめに 

「酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針」（以下、「基本方針」と

いう。）は、「酪農及び肉用牛生産の振興

に関する法律」（昭和29年法律第182号）

に基づき、今後の我が国の酪農、肉用牛

生産の健全な発展と牛乳・乳製品、牛肉

の安定供給に向けた取組や施策の方向を

示すものです。農林水産省では基本方針

の見直しをおおむね 5 年ごとに行ってお

り、今般、新たな基本方針を策定・公表

しましたので、そのポイントをご紹介し

ます。 

 現在、我が国は、いまだ経験したこと

のない経済社会の構造の変化に直面し、

大きな転換点を迎えており、変化に対応

したスピード感のある取組が求められて

います。 

今般の基本方針のポイントは、酪農及

び肉用牛の生産基盤が弱体化している現

状を踏まえ、「人」（担い手・労働力の確

保）・「牛」（飼養頭数の確保）・「飼料」（飼

料費の低減、安定供給）に着目し、畜産

クラスターの取組も活用して地域の関係

者が連携・協力することにより、畜産の

収益性向上と生産基盤の強化を目指すこ

とです。 

第１ 酪農及び肉用牛生産の近代化に関する基本的な指針 

I 近年の情勢の変化 

○離農や後継者不足による人手不足 

離農や後継者不足による人手不足が深

刻化しています。酪農では、重い労働負

担により後継者等の確保が困難なこと等

を背景に戸数が減少しています（図１）。 

 肉用牛生産では、繁殖農家での後継者

不在が目立ち、戸数が減少しています(図

２)。 図１ 乳用牛飼養戸数 
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図２ 肉用牛飼養戸数 

○乳用牛・肉用牛飼養頭数の減少 

牛の飼養頭数は年々減少しており、酪

農では生乳生産量が減少するほか、肉用

牛生産では子牛価格が高騰し、肥育農家

の経営を圧迫しています（図３、図４）。 

図３ 乳用牛頭数と生乳生産量の推移

図４ 子取り用めす牛頭数及び子牛価格の

推移 

○飼料価格の上昇 

酪農及び肉用牛経営が輸入飼料に依存

する中、世界的な穀物需給の変化等によ

り、配合飼料価格は高水準で推移してい

ます。（図５） 

図５ 配合飼料工場渡価格の推移  資料：畜産振興課「流通飼料価格等実態調査」 

注： 「流通飼料価格等実態調査」による実績値である。 



畜産環境情報 第 60 号 平成 27 年（2015 年）10 月

11 

○消費者の需要の変化、国際環境の変化 

消費者ニーズが多様化している中、チ

ーズ、発酵乳等の需要が増加し、牛肉で

は、適度な脂肪交雑の牛肉への関心が高

まっています。（図６） 

図６ チーズ及び発酵乳生産量の推移 

また、経済連携交渉の進展等、国際化

が進み、外国産畜産物に対する競争力の

強化が課題となっています。一方、海外

での日本食への関心の高まり等から、和

牛肉など国産畜産物の輸出拡大の可能性

が高まっています。 

II 酪農・肉用牛生産の競争力強化  

我が国の酪農・肉用牛生産の競争力を

強化するためには、「人・牛・飼料」の視

点で生産基盤を強化させることが最優先

の課題です。生産者と地域の畜産関係者

は、畜産クラスターの仕組み等を活用し、

連携・協力して生産基盤の強化に取り組

みます。 

１．人手不足を解消するために（担い

手の育成と労働負担の軽減） 

高齢化や後継者不足による離農が増加

し、乳用牛飼養戸数、肉用牛飼養戸数は

減少を続けています。飼養戸数の減少を

抑制するためには、職業としての酪農及

び肉用牛生産の魅力を高め、後継者によ

る継承や新規参入を促すとともに、離農

農家等の経営資産を後継者等に円滑に継

承することが重要です。また、農村での

過疎化の進行等により雇用の確保が困難

になっている中、労働負担を軽減するた

め、外部支援組織の活用による分業化、

放牧や機械化による飼養管理の省力化を

推進します。 

・新規就農の確保と担い手の育成 

新規就農には、施設整備や家畜導入等

に多額の投資負担が生じます。このため、

離農農場等の既存施設の貸付等が円滑に

行われるよう、地域の関係機関は、新規

就農希望者等と離農予定農家等とのマッ

チングを進めます。（図７） 

図７ 離農農場等の既存施設の貸し付け

スキーム 
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また、技術・知識の習得と向上が必要

です。このため、地域の関係機関は新規

就農者等への研修機会の提供、国や地方

公共団体は地域の農業大学校等の活用に

努めます。 

・放牧活用の推進 

放牧は、飼料の生産・給与や排せつ物

処理等家畜の飼養管理の省力化が期待で

きるため、高齢化や労働力不足への対策

として有効です。 

このため、地域住民の理解醸成と啓発、

放牧技術の普及・高度化やそのための人

材育成等の条件整備を推進します。 

・外部支援組織の活用の推進 

酪農及び肉用牛生産は、家畜の飼養・

衛生管理、飼料の生産・調製など多岐に

わたる作業が必要で、多くの労働力を要

することから、飼養管理の分業化、省力

化を図ることが必要です（表１）。 

表１ 家族労働時間の推移（酪農・北海道） 

このため、コントラクターや TMR セン

ターの構築の促進、キャトル・ブリーデ

ィング・ステーション（CBS）等の整備

の推進、ヘルパー要員の技術向上を図り

ます。 

・ロボット等の省力化機械の導入推進 

 搾乳、哺乳、給餌等の労働負担の軽減

に資する省力化機械が普及・定着しつつ

あります。 

このため、各経営の飼養形態や飼養規模

に応じて、過剰な設備投資とならないよ

う配慮しながら、計画的な省力化機械の

導入を推進します。また、地域の関係機

関は、これらの技術等の導入・普及に対

応した飼養管理の方法について指導・普

及を図ります（図８、図９）。 

図８ 搾乳ロボット 

図９ 哺乳ロボット 

・経営能力の向上 

経営者が経営の規模や形態を踏まえて、

経営能力の向上を図るとともに、人材育

成と円滑な経営継承に取り組み、経営を
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持続的に安定・成長させることも重要で

す。 

このため、各経営体が、法人化等を通

じ、意思決定に係る責任者や手続を明確

化するなど、高度な経営判断に対応した

体制を整備し、その上で、後継者や雇用

者の段階的な経営参画等を進め、人材育

成と円滑な経営継承に取り組むことが重

要です。 

２．乳用牛・肉用牛飼養頭数の減少を

克服するために 

（飼養頭数減への対応） 

酪農経営・肉用牛経営のいずれも、飼

養頭数は減少を続けています。その結果、

酪農では乳用牛資源や生乳生産量の減少

が続き、肉用牛生産では子牛価格が高騰

して肥育経営を圧迫しています。 

・生産構造の転換等による規模拡大 

離農に伴う飼養頭数の減少を抑制する

には、個々の経営における規模拡大とと

もに、地域全体での飼養頭数の拡大が重

要です。このため、分業化・省力化を推

進し、規模拡大を促進するとともに、CBS

の整備を進め、地域で繁殖・育成を集約

化する体制の構築を推進します（図１０）。 

また、肥育・一貫経営への移行は、子

牛価格の変動リスクを回避し、いわゆる

「飼い直し」の回避による出荷月齢の早

期化や生産性の向上が期待できます。こ

のため、肉用牛の生産者に対して、繁殖・

肥育一貫経営への移行を促進します。 

図10 キャトル・ブリーディング・ステーションを活用した繁殖基盤強化事例 

・計画的な乳用後継牛の確保と和子牛生産の

拡大 

乳用雄子牛よりも価格の高い交雑牛子

牛の生産が増加していることなどから乳

用後継牛が減少しており、性判別技術の

活用により、優良な乳用後継牛の確保を

推進します。乳用種肥育経営では生産コ

ストが粗収益を上回る状況が続いていま
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す。このため、性判別精液の活用を促進

するとともに、受精卵移植技術の計画的

な活用を促進し、乳用雄牛や交雑種から

和子牛生産への移行を推進します。 

・乳用牛の供用期間の延長 

近年、乳用牛の供用期間は短縮傾向に

あります（表２）。生乳生産量の確保･増

加を図る上でその延長が必要です。 

このため、過搾乳の防止や栄養管理の

徹底、適切な削蹄の励行、牛舎環境の改

善等適正な飼養・衛生管理を推進します。 

表２ 乳用牛の供用期間の推移 

・牛群検定の加入率の向上 

また、牛群検定の積極的な活用により

乳用牛の生産性を向上させることが重要

です（表３）。このため、関係機関は酪農

における飼養繁殖管理、乳質・衛生管理

等に役立つわかりやすい検定データの提

供に努め、酪農家の加入を促進します。 

表３ 牛群検定の参加牛と非検定牛の乳量

比較 

（経産牛１頭当たり年間生産量） 

・飼料効率の向上等による生産性の向上 

情報通信技術（ICT）の活用などにより、

家畜の持つ能力を最大限発揮させること

で、家族経営であっても収益性の向上が

可能となります。 

このため、ボディ・コンディション・

スコアに基づく栄養管理による適正な飼

料給与等に取り組むとともに、分娩監視

や発情発見のための ICT の活用等による

供用期間の延長・受胎率の向上を目指し

ます（図１１）。 

図 11 ICT の活用 

・家畜の快適性に配慮した飼養管理の 

促進 

家畜を快適な環境で飼養することは、

家畜本来の能力を最大限に発揮させ、生

産性の向上にも寄与します。このため、

我が国の実態を踏まえたアニマルウェル

フェアの考え方に対応した飼養管理指針

を周知・普及します。 
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３．輸入飼料への依存から脱却するた

めに 

（国産飼料生産基盤の確立） 

我が国の畜産は、飼養規模の拡大に伴

い、安価で調達しやすい輸入濃厚飼料へ

の依存を強めてきましたが、近年、穀物

価格は高水準で推移し、配合飼料価格は

10 年前の 1.5 倍程度となっています。酪

農及び肉用牛経営において生産費の約４

割を飼料が占めることから、輸入飼料価

格の上昇や変動は経営に大きな影響を及

ぼします。 

・国産粗飼料の生産・利用の拡大 

輸入粗飼料価格は、価格変動等が経営

に影響を及ぼすことから、高品質で低コ

ストな国産粗飼料の生産・利用の拡大を

推進することが重要です（図１２）。 

図 12 輸入乾草の価格と自給飼料生産費

（試算） 

図 13 放牧と舎飼との経営効果の比較（試算） 

このため、優良品種を用いた草地改良

を進め、青刈りとうもろこし等の高栄養

作物や稲 WCS 等の良質な国産粗飼料の

生産・利用の拡大を図ります。 

また、コントラクター等飼料生産組織

の活用により、良質な粗飼料を効率的・

低コストで生産する取組を推進します。 

・放牧活用の推進 

放牧は、飼料費の低減、牛の生産性の向

上等に寄与することが期待されます。 

このため、酪農における集約放牧、荒廃

農地等を活用した肉用繁殖牛の放牧を推

進します（図１３）。 
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・飼料用米等国産飼料穀物の生産・利用

の拡大 

飼料用米の生産・利用の拡大は、畜産物

のブランド化に資するほか、耕畜連携を

推進する契機としても期待されます（表

４、５）。 

表４ 畜種別のコメの利用可能量（試算）

表５ 食料・農業・農村基本計画における

自給率目標 

このため、関係者が連携・協力し、耕

種側と畜産側の需給マッチングを推進し、

取引の円滑化を図ります。 

また、畜産農家における利用体制、配

合飼料工場を通じた供給体制の整備等を

推進します 

・エコフィードの生産・利用の促進 

品質の確保を図りつつ、エコフィードの

生産・利用の更なる拡大を推進します。 

・飼料の流通基盤の強化 

国産飼料について、調製・保管体制を

構築し広域流通を推進するための体制を

整備するとともに、配合飼料工場の機能

強化、港湾整備を促進します。 

・肉用牛生産における肥育期間の短縮 

近年の飼料価格の上昇が肥育経営を圧

迫している中、肥育期間の短縮などによ

り飼料費を抑制する必要があります。一

部の肥育経営では、肥育期間の短縮によ

り飼料費を抑制し、高収益を上げていま

す（表６）。 

表６ （参考）広島県内の肥育期間短縮事例 

肥育結果〔黒毛和種去勢 10 頭での取組〕 

このため、肉質・枝肉重量の変化に留

意しながら、肥育期間の短縮による効率

的な生産構造へ転換を図ります。 

４．畜産環境対策 

・家畜排せつ物の管理の適正化と利用の

推進 

 家畜排せつ物の発生する畜産地域と堆

肥を利用したい耕種農家の多い地域が、
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地域的に偏在している場合は、ミスマッ

チの解消が重要です。 

 また、家畜排せつ物のエネルギー利用

（メタン発酵、焼却、炭化）については、

家畜排せつ物を密閉状態で処理すること

による臭気低減等の効果や、熱利用や発

電による収益性の向上の効果も期待され

ます。 

 このため、地域内での堆肥利用や堆肥

の広域利用を推進するほか、家畜排せつ

物のエネルギー利用を推進します。 

・臭気防止対策・排水対策の推進 

 畜産農家の大規模化や住宅地との混住

化に伴い、周辺住民との間で苦情問題が

深刻化しているほか、臭気や水質に係る

環境規制が強化されており、臭気の低減

や汚水の浄化処理対策の地域関係者全体

での取組が重要です。 

このため、地域の関係機関による連

携・協力を確保し、畜産環境アドバイザ

ー等の専門家の意見も参考に、施設整備

や処理技術の効果的な活用を図ります。 

５．畜産クラスターの継続的な推進

（畜産クラスターの取組による

畜産と地域の活性化） 

酪農・肉用牛生産の生産基盤の弱体化

は地域の社会経済の存立に関わる重大な

問題です。畜産クラスターの取組を推進

し、地域の畜産関係者が連携・協力して、

畜産を起点とする取組の成果を地域全体

に波及させ、地域の活性化を図ります（図

１４）。 

図 14 畜産クラスターのイメージ 

図 15 畜産クラスターの取組の流れ 

・地域で支える畜産 

近年、耕畜連携、地域特産品を活用し

た特色のある畜産物の生産、外部支援組

織との分業化、農協等の出資による地域

の生産拠点や研修センターの設立等が進

められています。 

このため、畜産クラスターの継続的な

推進により、地域の畜産関係者の連携・
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協力を通じて、地域全体で畜産の収益性

向上を目指します（図１５）。 

・畜産を起点とした地域振興 

酪農・肉用牛生産の振興は、関連産業

の発展等を通じて地域の雇用と所得の創

出に資するものです。また、農村景観の

改善、魅力的な里づくりに貢献します。 

このため、畜産クラスターの取組も活

用して、地域における生産振興を図り、

地域の雇用、就農機会の創出を図ります。 

III 消費者ニーズを踏まえた生産・

供給の推進等  

○酪農・肉用牛生産の発展の好機を活か

す（新たな需要の喚起と市場の開拓） 

 酪農・肉用牛生産の競争力の強化のた

め、生産者と加工・流通業者が一体とな

って、安定供給、食品の安全、消費者の

信頼を確保する必要があります。 

・製造・加工段階での HACCP の普及促進 

食品安全に関する国際的な考え方は、

「後始末より未然防止」を基本に、「全工

程における管理の徹底」へ移行していま

す。 

このため、畜産物や飼料・飼料添加物

の製造・加工段階での HACCP の普及を促

進し、畜産物の安全と消費者の信頼を確

保します。 

・牛乳・乳製品の安定供給 

国内の生乳生産量が減少する中、ひっ

迫傾向にあるバターや脱脂粉乳の安定供

給には、これまで以上のきめ細やかな対

応が必要です（図１６）。このため、関係

者一丸となった生乳生産基盤の維持・強

化、牛乳・乳製品の需給・価格動向等の

的確な把握・分析及び緊密な情報共有、

消費者ニーズに対応した牛乳・乳製品の

適時・的確な製造等に努めることにより、

安定供給を図ります。 

図 16 バター、脱脂粉乳の在庫量の推移 

・消費者ニーズに的確に対応した生産 

消費者ニーズの変化や多様化に対応し

て生産・供給するとの発想の下、生産者

と加工･流通業者が連携して需要と供給

を結びつけることが重要です｡ 

このため、牛肉については、霜降り牛肉

に加えて、適度な脂肪交雑の牛肉等、多

様な肉用牛・牛肉生産を推進します。 

また、牛乳・乳製品については、バタ

ー等の安定供給の確保とチーズ・発酵乳

等の魅力的な商品の提供を推進します。 

・6次産業化による加工・流通・販売の 

促進 

6 次産業化は、初期投資や生産と販売を

両立する体制整備等を要するなどの課題
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がある一方、所得向上を図る有効な取組

です。このため、酪農・肉用牛経営は、

畜産クラスター等の支援施策や、酪農家

と指定生乳生産者団体との生乳取引の多

様化を図る取組を活用して 6 次産業化に

取り組みます（図１７）。 

図 17 牛乳・乳製品の輸出額の推移  資料：財務省「貿易統計」

・商品の特性に応じた付加価値の付与 

商品の付加価値が認められるためには、

原料畜産物や商品の特性を積極的に訴求

することも重要です。このため、認証制

度の普及等を通じて、放牧やエコフィー

ドを活用して畜産物の付加価値を向上さ

せる取組を推進します（図１８、１９）。 

図 18 放牧畜産基準認証マーク 

図 19 エコフィード利用畜産物認証マーク 

・輸出の戦略的な促進 

新興国の所得水準の向上や日本食に対

する関心の高まりなどから、国産畜産物

の輸出拡大の可能性が高まっています。

また、オールジャパンでの輸出体制の下、

品目別の輸出戦略に沿って、国産畜産物

の輸出を戦略的に促進することが重要で

す。 

このため、日本畜産物輸出促進協議会

を中心に、牛肉は輸出戦略に沿って、市
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場の大きい米国・EU で重点的に輸出拡大

を推進します。また、牛乳・乳製品は今

後、輸出戦略を策定した上で、取組を推

進します。 

IV 本基本方針に関する施策の確実な

実施と進捗管理のために必要な

事項  

○関係者が一体となった施策の推進 

 本基本方針に盛り込まれた取組は、国、

地方公共団体、生産者団体その他の関係

者が緊密に連携・協力しつつ、計画的に

推進することが重要です。このため、都

道府県、市町村において、本基本方針を

受けて、都道府県計画、市町村計画を策

定するほか、生産者団体その他の関係者

も、本基本方針の取組の具体的な実施の

方針、進め方などを関係者と共有しつつ

推進することが有効です。 

○施策の進捗管理と評価 

 国は、本基本方針の策定後、その施策

を着実に推進するとともに、施策の推進

状況、関係者による取組の実施状況につ

いて、随時、把握し、進捗管理を行いま

す。その過程で、施策や取組の効果、問

題点等を検証し、必要に応じて、施策の

見直しや改善を図るとともに、関係者に

対し、取組の見直しや改善を促していく

ものとします。 

第２ 生乳及び牛肉の需要の長期見通しに即した生乳の地域別の需要

の長期見通し、生乳の地域別の生産数量の目標、牛肉の生産数

量の目標並びに乳牛及び肉用牛の地域別の飼養頭数の目標 

生乳の需要の見通し、生乳の生産数量

と乳牛の飼養頭数の目標 

○国産生乳の需要の長期見通し 

 牛乳・乳製品の需要の長期見通しにつ

いては、人口減少等の影響により、飲用

牛乳を中心に減少が見込まれるものの、

多様な消費者ニーズに対応した新商品開

発等の取組や牛乳・乳製品を利用した食

事等の消費拡大やチーズの需要の伸びに

より、現状とほぼ同じ水準の需要を見込

み、平成 37 年度における国内消費仕向量

を 1,150 万トンと見込んでいます。 

このような状況を踏まえ、平成 37年度

における生乳の需要の長期見通しについ

ては、飲用向け需要量を 359 万トン、乳

製品向け需要量を 385 万トンと見込んで

います（図２０）。 
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図 20 国産生乳の需要の長期見通し 

○地域別の生乳の生産数量と乳牛の飼養

頭数の目標 

生乳の生産量は、家畜改良の進展や生

産性向上（１頭当たり乳量の増加や供用

期間の延長等）を織り込んだ上で、平成

37 年度の乳用牛飼養頭数の目標を 133 万

頭（25年度比▲7万頭・▲5％）と設定し

ています（表７）。 

この際、乳製品向け主体の北海道につ

いては、生乳生産量を現状より高い水準

に設定します。なお、飼養頭数について

は、１頭当たり乳量の増加等を織り込ん

で、現状よりやや低い水準の目標を設定

しています。一方で、飲用向け主体の都

府県については、飲用需要の低下が見込

まれる中、生産基盤確保のための取組等

による減少幅の縮小を加味し、趨勢より

高い水準の目標を設定しています。 

表７ 地域別の生乳の生産数量と乳牛の飼養頭数の目標  資料：農林水産省作成
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牛肉の需要の見通し、生産数量の目標、

肉用牛の飼養頭数の目標 

○牛肉の需要の長期見通し 

牛肉の需要の長期見通しについては、

１人当たりの消費量は、現状とほぼ同水

準と見込むものの、人口減少に伴い需要

は減少することを考慮し、平成 37年度に

おける国内消費仕向量を 113 万トン（枝

肉換算）と見込んでいます。 

○牛肉の生産数量の目標と肉用牛の飼養

頭数の目標 

 牛肉の生産数量の目標については、牛

肉の需要は減少すると見込まれるものの、

肉用牛経営の収益性の向上を通じた生産

基盤の強化や、消費者ニーズの多様化に

対応した特色ある牛肉生産の推進等によ

り、可能な限り国産牛肉の生産を維持し

ていくとの考えの下に、牛肉生産量 52 万

トン（枝肉換算）と設定しています（図

２１）。 

図 21 牛肉の国内生産量（枝肉換算）の推移   資料：農林水産省作成

平成37年度の肉用牛飼養頭数の目標に

ついては、家畜改良の進展や生産性向上

（分娩間隔や肥育期間の短縮、増体量の

増加等）を織り込んだ上で、現行の 257

万頭から 252 万頭（同▲5万頭・▲4％））

と設定しています。この際、以下のよう

な牛肉の生産構造の強化を図ることによ

り、国産牛肉の需要に対応した生産量の

確保を目指します（表８）。 
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表８ 肉用牛の飼養頭数の目標  資料：農林水産省作成 

まず、肉専用種（和牛）については、

繁殖雌牛の増頭による繁殖基盤の強化を

推進します。次に、酪農経営における性

判別・受精卵移植技術の活用により、乳

用後継牛を効率的に確保した上で、空い

た腹を利用し和子牛の生産を拡大します。

これらにより、肥育経営においては、乳

用種（交雑種を含む）から肉専用種への

転換が図られます。 

第３ 近代的な酪農経営及び肉用牛経営の基本的指標 

我が国の酪農及び肉用牛生産の生産基

盤を維持・強化し、持続的な成長・発展

を図るためには、地域の実情等に応じて、

生産コストの低減や販売額の増加に資す

る取組を効率的に組み合わせ、収益性の

向上を図ることが重要です。今まで通り

の飼養管理を継続するのではなく、競争

力の高い畜産経営のモデルとして、これ

らの取組を組み合わせた経営類型を例示

し、各類型の経営概要や生産性について

主な経営指標を示し、飼料費低減の効果

や飼養管理時間の低減の効果を明らかに

しています。 
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酪農経営（6類型） 

○土地条件の制約が小さい地域（主に北海道）（3類型）
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○土地条件の制約が大きい地域（都府県）（3類型） 
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肉用牛経営（6類型） 

○繁殖経営（3類型）
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○肥育・一貫経営（3類型）
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第４ 集送乳及び乳業の合理化並びに肉用牛及び流通の合理化に関

する基本的な事項

集送乳及び乳牛の合理化に関する基

本的な事項 

○生乳生産者団体の在り方と集送乳の 

合理化 

地域の関係者の合意により、生産者の

収益性の向上を図るため、農業協同組合

連合会、単位農協等の更なる再編整備を

促すとともに、集送乳業務の指定生乳生

産者団体への集約や一元管理への移行を

進めるなど、指定生乳生産者団体の一層

の機能強化と生乳流通コストの低減を図

ります（図２２）。 

集送乳等経費の目標（37 年度）： 

現状の 9割程度 

図 22 集送乳等経費の分布（例） 

○乳業の再編・合理化 

安全で効率的な牛乳・乳製品の供給等

を図るため、乳業者は、HACCP を導入し

た高度な衛生管理水準を備えた乳業施設

で処理・加工を行うことが重要です。特

に乳業施設の更新が遅れている中小・農

協系乳業者を中心に、こうした高度な衛

生管理水準を備えた乳業施設への再編・

合理化に早急に取り組む必要があります

（図２３）。 

図 23 再編整備事業のイメージ 

製造販売経費の目標(37 年度)：原料用

バター、脱脂粉乳、飲用牛乳とも、現

状の 8割程度 

牛乳・乳製品工場数の目標(37 年度)：

乳製品工場は現状の 8～9 割程度、飲

用牛乳工場は現状の 8割程度 

HACCP 対応工場割合の目標(37 年度)：

飲用牛乳工場、脱脂粉乳製造工場とも、

現状の 9割以上
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肉用牛及び牛肉の流通の合理化に関

する基本的な事項 

○肉用牛の流通合理化 

家畜市場については、肉用牛の公正な

取引と適正な価格形成を確保するととも

に、地域において肉用牛繁殖基盤の維

持・拡大等に重要な役割を果たしている

ことを踏まえつつ、周辺の市場も含めた

上場頭数の実態に応じて再編整備を推進

します。また、その更なる活性化を図る

観点から、県域を越えた再編も考慮する

よう努めるものとします。さらに、今後、

性判別技術・受精卵移植技術の活用及び

肉用牛繁殖・肥育経営の一貫化等による

子牛の生産・流通状況の変化が見込まれ

ることから、酪農から生産される和子牛

等についても適正な価格形成機能を発揮

するなど生産・流通構造の変化に対応す

ることも必要です。 

○牛肉の流通合理化 

 地域の実情を踏まえつつ、都道府県、

市町村、生産者団体や食肉流通団体の協

力と支援の下、産地食肉センターを中心

とした食肉処理施設の再編整備を促進し

ます。食肉卸売市場は、適正な価格形成

機能を最大限発揮できるよう、集分荷機

能や決済機能を強化します。また、消費

者に対して安全な国産牛肉等を安定的に

供給していく観点から、食肉の衛生・品

質管理に関する高度な知識、技術を習得

した食肉処理従事者の育成を推進します。

さらに、食肉処理施設等においては、消

費者に対し、安全な畜産物を供給すると

ともに、国産畜産物への信頼性を確保す

るよう、HACCPの導入に取り組むことが
重要です（図２４）。 

食肉処理施設に係る目標(37 年度)：1

日当たり処理頭数 620 頭以上、稼働率

80％以上 

図 24 稼働率及び 1日当たりの処理頭数等の推移 
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おわりに 

 今後の 10 年間は、次世代の我が国の酪

農及び肉用牛生産の基礎を形づくり、方

向性を左右する重大な期間となります。 

 国、地域の関係者、生産者が一丸とな

った取組により、酪農及び肉用牛生産の

成長産業化を促進し、これまでの努力に

より築き上げてきた基盤を将来世代へ確

実に継承しなければなりません。強い意

志と覚悟をもって課題に取り組むととも

に、時代の変化と多様化する消費者ニー

ズに柔軟に対応し、創意工夫により価値

の創出と市場の開拓に挑むことを通じて、

酪農及び肉用牛生産の更なる発展を目指

します。
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国レベルの食飼料システムにおける窒素フローからみた 

家畜ふん尿の農地利用 

－農地にとって畜産は重要なパートナー（国際土壌年 2015）－ 

国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 

松本 成夫 

１．食生活における畜産物供給 

私たちの毎日の食事において、肉や卵、

牛乳などの畜産物を食さない日は殆どな

いだろう。2014 年の食料需給表 1)（概算

値）によると、国内消費に仕向けられる

畜産物生産量は、肉類が 593 万トン、鶏

卵が 263 万トン、牛乳及び乳製品が 1,169

万トンである。そして、国民一人に対し、

毎日、83 g の肉類、46 g の鶏卵、245 g
の牛乳及び乳製品が供給されている。 

このような豊かな畜産物の供給を受け

ることができるのは畜産業の振興があっ

たためである。家畜飼養頭数の推移 2)を見

ると（図１）、1970～1980 年になって現 

図１ わが国の家畜飼養頭数の推移（畜産統計） 

飼養頭羽数の単位は、乳用牛、肉用牛が千頭、豚が万頭、採卵鶏、ブロイラーが１０万羽 
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在の飼養頭数に至ったことがわかる。ま

た、肉類の輸入量が 1970 年代に、牛乳及

び乳製品の輸入量が1990年代に増加して、

現在の畜産物供給量となる 3)。2013 年の

国民に供給される畜産物のうち国産の割

合は肉類が 55％、鶏卵が 95％、牛乳及び

乳製品が 63％であり 3)、わが国の食生活

における国内の畜産業の寄与は大きい。 

２．畜産業を支える家畜飼料供給 

これだけの畜産物生産量を維持するに

は、多量の家畜飼料供給が必要である。

平成 24 年度食料・農業・農村白書 4)によ

ると、1970 年の国産粗飼料と純国産濃厚

飼料の合計は 696 万 TDN トン、輸入濃厚

飼料は 1,144 万 TDN トンあり、1980 年に

は国産粗飼料と純国産濃厚飼料の合計が

709 万 TDN トン、輸入濃厚飼料が 1,802

万 TDN トンに増え、それ以降、変化して

いない。すなわち、畜産の振興は輸入飼

料の支えがあって成り立っているのであ

る。 

３．畜産業から発生する家畜ふん尿 

（１）耕地 1ha 当たりの家畜ふん尿排泄

物窒素量 

多量の家畜飼料が供給されるというこ

とは、多量の家畜排泄物が発生すること

をもたらす。農林水産省は、平成 25年畜

産統計などから、家畜排泄物が年間約 9

千万トン発生すると推計した 5)。この殆ど

が堆肥化・液肥化されている。 

一方、これを受け入れるわが国の耕地

面積（田・普通畑・牧草地・樹園地の合

計）は平成 26年で 452 万 ha である 6)。単

純に割ると、耕地 1 ha 当り 20 トンの家

畜排泄物量となる。 

（２）輸入飼料との関係 

粗飼料と濃厚飼料の合計約 2,500 万

TDN トンのうち、輸入飼料は約 1,800 万

TDN トンであるため、約 70％が輸入飼料

となる。家畜排泄物約 9千万トンの 70％、

約 6,500 万トンが輸入飼料由来であると

見て良いだろう。すなわち、耕地 1 ha 当

り14トンの家畜排泄物が輸入飼料由来な

のである。このため、家畜排泄物をわが

国の農地で受け入れることができるかど

うかの議論が起こるものと考える。 

４．飼料供給から畜産物生産・家畜ふ

ん尿等の排出までの窒素フロー 

（１）食飼料供給の窒素フロー 

これまで、家畜飼料や排泄物を物量で

見て来たが、そこには水分、炭水化物の

エネルギー消費などの要素が加わるため、

物量の流れを正確に把握するのは難しい

ところがある。これに対し、窒素などの

養分量に換算すると、その行方を正確に

把握することができる。窒素は、生きて

いく上で重要な養分であり、環境汚染を

もたらすことから、窒素量での把握は栄

養供給と環境負荷を評価することができ

る。 

織田（2006）7)は、1997 年のわが国の食

飼料供給に伴う窒素フローを明らかにし

た（図２）。このうち畜産業に注目して、

窒素フローをみてみる。わが国の畜産業

に供給される飼料は、加工業から 308 千

トン窒素、穀類保管から297千トン窒素、

輸入乾草・大豆かす等で158千トン窒素、

国産牧草で 154 千トン窒素供給されてい

る。加工業へは国内生産物から 117 千ト 
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図２ 1997 年の日本の食飼料供給に伴う窒素フロー（千トン窒素） 

              織田（2007）
7)
の結果を基に作図 

ン窒素、輸入から 404 千トン窒素が供給

され、穀類保管へは国内生産物から 130

千トン窒素、輸入から 441 千トン窒素が

供給されている。加工業では 78%が、穀類

保管では 77%が輸入由来である。なお、こ

の割合で加工業及び穀類保管から畜産業

へ供給される窒素量における輸入割合を

算出するのは正確ではなく、輸入割合に

ついては、今後の研究を待ってから評価

する方がよい。 

（２）畜産業の窒素フロー 

畜産業から供給される畜産物は 205

（172＋33）千トン窒素であり、これには

輸入畜産物88千トン窒素が含まれている。

国内の畜産業で生産される畜産物は 117

千トン窒素（172＋33－88）であることか

ら、わが国に供給される畜産物のうち、

輸入畜産物が 43%を占めている。スーパー

マーケットなどで○○国産とあるのをよ

く見かけ、外食産業で食材に使われてい

ることからも、この割合が実感できよう。 

917 千トン窒素の家畜飼料供給により、

畜産物が 117 千トン窒素（172＋33－88）

生産され、家畜ふん尿等が 801 千トン窒

素排出されている。この 801 千トンもの

窒素をわが国は受け入れることができる

だろうか。国内で生産される食飼料の窒

素量は 510 千トンであり、これと単純に

比較すると、畜産業から排出される窒素

は、わが国に負荷を与えていると見なせ
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る。このため、これを是正することが必

要である。 

（３）輸入飼料への依存 

これまで見てきたように、輸入飼料が

わが国に負荷を与えていることは間違い

ないと思われる。負荷を低減するために

は、輸入飼料を減らすことが必要である

と考える。しかし、それには、家畜飼料、

特に濃厚飼料を国内で生産する体制を整

備することが必要である。また、わが国

の畜産経営の状況を踏まえることを忘れ

てはならない。畜産経営が何故輸入飼料

に依存したのかを解析し（研究報告例
8,9,10））、解決策を立てる必要がある。経

営が成り立たなければ、輸入飼料を減ら

すことはできないと考える。 

輸入飼料を減らし、国産飼料を増やすこ

とは必要であるが、畜産関連業だけで実

現するのは困難に思える。食料も含めた

農地での生産量を増やせば、対策の幅が

広がり、実現できるように思える。これ

については、６で述べたい。 

５．家畜ふん尿等の農地還元・環境負

荷への窒素フロー 

（１）環境負荷への窒素フロー 

畜産業から排出される 801 千トンの窒

素量を問題にしたが、家畜ふん尿は堆肥

化され、農地に投入され、環境負荷の割

合は低いと言われている。そこで、畜産

業から排出される窒素量の農地還元・環

境負荷の窒素フローを求めてみた。 

農林水産バイオリサイクル研究システ

ム化サブチーム（2006）11)は、わが国の畜

産業から排出される家畜ふん尿等がどの

ように処理され、利用されているのかを

見積もっている。その結果を参考に、1997

年の畜産業及び食生活から排出される窒

素の行方を試算した（図３）。 

畜産業から排出される家畜ふん尿等は、

420 千トン窒素が農地に投入され、323 千

トン窒素が大気環境に揮散し、58 千トン

窒素が水系環境に流出していると見積も

られた。 

農地には、家畜ふん尿 420 千トン窒素

投入の他に、化学肥料が 494 千トン窒素

施用されており、農作物の収穫物として

354 千トン窒素が農地から持ち出される。

このため、農地においては 569 千トン窒

素が過剰となる。 

これを耕地面積 452 万 ha で割ると、耕

地1 ha 当り窒素量として家畜ふん尿が93 

kg 投入され、化学肥料が109 kg 施用され、

78 kg が収穫物として持ち出され、126 kg
が農地に過剰となる。なお、家畜ふん尿

の農地投入窒素量は他の研究結果

（Mishima et al., 201012)など）と異なるが、

家畜ふん尿の堆肥過程での窒素損失の違

いに起因するものである。 

（２）農地にとって重要なリサイクル 

家畜ふん尿過剰の問題を解決するため、

畜産物は輸入した方がよいとの提案を聞

くことがある。しかし、家畜ふん尿は堆

肥化され、農地に施用されている。家畜

ふん尿が少なくなると、化学肥料に依存

するようになり（作物残渣の投入はある

が）、農地の肥沃度維持は困難になる。

農地にとって畜産業は重要なパートナー

なのである。 

大気環境へ 323 千トン窒素が出ている

が、これらは畜舎、ふん尿処理時、散布

時におけるアンモニア揮散 13)や家畜ふん 
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図３ 農地、環境（大気、水系）への窒素流入量と収支 （千トン窒素、1997 年） 

                         松本（2015）
16)
の図を改訂 

尿曝気処理時の脱窒 14)となって窒素が損

失する窒素である。なお、揮散したアン

モニアは半分が地域内に沈着するとの報

告 15)があり、わが国への環境負荷が全く

ないわけではない。 

水系への流出は58千トン窒素と少ない。

「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用

の促進に関する法律（平成 11 年 11 月 1

日施行）」により、河川や地下水への家

畜排せつ物の流出量が抑制されているた

めである 5)。 

６．家畜ふん尿を農地で受け入れるた

めには 

（１）家畜ふん尿と化学肥料の窒素 

農地における窒素収支は 569 千トン過

剰となっている。これを低減するための

対策として、化学肥料施用量を減らし堆

肥で代替すること、国内の農地で生産さ

れる食飼料を増加することなどが考えら

れる。 

作物生産を維持するには、化学肥料を

堆肥で完全に代替することは難しいと思

われるが、実際には、単位面積当りの化

学肥料の施用量は低減している 12)。今後、

技術開発が進み、消費者の嗜好が変われ

ば、化学肥料施用量の低減はある程度期

待できると思われる。 
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（２）農地の拡大と利用率の向上 

国内の農地で生産される食飼料を増や

すことができれば、農地での過剰窒素を

低減できる。国内の農地で生産される食

飼料の窒素量を増やすには、農地の拡大

と利用率の向上、窒素吸収量の向上が考

えられる。農地の拡大と利用率の向上に

ついて、過去の状況を踏まえて試算して

みる。1960 年の作付延べ面積は約 830 万

ha であり、農地利用率は140％であった。

それに比べて、1997 年の作付延べ面積は

約 470 万 ha、農地利用率は 95％と伴に低

くなっている。1997 年の作物による窒素

吸収量のまま、作付延べ面積を 1960 年に

まで拡大すると、農地で生産される食飼

料の窒素量は約 1.8 倍に増加し、625 千ト

ンもの窒素が作物に吸収されると見積も

られる。家畜ふん尿の農地への投入窒素

量 420 千トンを受け入れることができる

のである。 

（３）化学肥料施用量低減 

ここで、化学肥料が問題になる。作付

面積が約 1.8 倍に増加したので、化学肥

料も約 1.8 倍の 874 千トン窒素に増やす

と、過剰窒素はむしろ増加する（569 千ト

ン→678 千トン）。農地での過剰窒素量を

0にするには、化学肥料施用量を 196 千ト

ン（625－420－9）に低下させる必要があ

る。すなわち、1997 年に化学肥料で施用

されている 109 kg/ha の窒素量を 24 

kg/ha までに低減することを意味する。こ

れはかなりチャレンジングな提案である。 

（４）家畜ふん尿堆肥の課題 

家畜ふん尿堆肥の施用を試算する際、

リン不足とカリ過剰のことが問題になる。

また、農地での窒素動態も考慮する必要

がある。本報では、窒素の投入、持出の

みの試算で評価を行っており、更なる検

討が必要であることは異存ない。しかし、

こうした試算で得られる結果からでも、

どこにどのように問題があるのかを知る

ことができ、対策としてどこまでできる

のかを推測することができる。ここで提

示した数値に向き合って頂ければ、と思

う。 

７．他の国での国レベルの畜産業にか

かる窒素フロー 

わが国においては、輸入飼料に依存し

て畜産業を行い、国民に畜産物を供給す

ると伴に、多量の家畜ふん尿を農地に投

入していることがわかった。では、他の

国でも同じような状況なのだろうか。 

（１）オランダ 

1995 年のオランダ 17)では、家畜飼料を

496 千トン窒素輸入し、国内生産飼料 391

千トン窒素と伴に家畜を養い、147千トン

窒素の畜産物を生産し輸出している。家

畜ふん尿は 668 千トン窒素発生し、堆肥

化されて 512 千トン窒素が農地に投入さ

れる。農地には化学肥料窒素が 398 千ト

ン施用され、563 千トン窒素が農地から流

出している。 

（２）スウェーデン 

1995 年のスウェーデン 18)では、家畜飼

料を 25 千トン窒素輸入し、国内生産飼料

127 千トン窒素と伴に家畜を養い、44 千

トン窒素の畜産物を生産し、国内で消費

されている。家畜ふん尿は 54 千トン窒素

が環境に流出し、61 千トン窒素が堆肥化

されて農地に投入される。農地には化学

肥料窒素が 201 千トン施用され、162 千ト
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ン窒素が過剰となっている。 

（３）中国桃源県 

2006 年の中国湖南省桃源県 19)では、放

牧・採草地から 11.9 千トン窒素の飼料と

農地から 8.1 千トン窒素の飼料が供給さ

れている。畜産物生産物は 2.2 千トン窒

素が地域内で消費され、2.7 千トン窒素が

県外に出されている。家畜ふん尿は 4.6

千トン窒素が放牧・採草地に投入され、

10.8 千トン窒素が堆肥化されて農地に投

入されている。農地には化学肥料窒素が

34.5 千トン施用され、10.0 千トン窒素が

河川に流出している。 

（４）各国の比較検討 

これらの窒素フローを比較しやすいよ

うに、畜産物生産窒素量を 10 として表１

に示した。 

表１ 畜産生産に伴う窒素フローの比較 

オランダは畜産物輸出国であり、その

ために飼料を輸入している。家畜ふん尿

が大量に出て、堆肥化されて農地に投入

されているが、化学肥料投入量を抑えて、

環境負荷の低減を図っている。 

スウェーデンは国産飼料で家畜を飼養

し、国内に供給している。堆肥投入量が

低い分、化学肥料を増やしている。その

ため、農地での過剰窒素量が出る。 

中国桃源県は県内飼料で家畜を飼養し、

畜産物のおよそ半分を県外に出している。

家畜ふん尿を全て農地に投入し、多量の

化学肥料も施用しているが、作物に吸収

されているため、環境負荷は低く抑えら

れている。 

これらに比べると、日本は輸入飼料が

かなり多い。家畜ふん尿発生量が多いた

め、堆肥投入量が多くなり、化学肥料も

加わり、農地での過剰窒素はかなり多く

なっている。こうして見ると、わが国の

輸入飼料依存の畜産業がもたらす環境・

農地への負荷の状況がよくわかる。 

上に示した 2ヶ国、1地域では、家畜ふ

ん尿を堆肥として投入して、循環利用す

るようにしており、そのため、環境負荷

や農地での過剰が抑えられていると言っ

て良いと思われる。 

８．資源の循環利用を基本に 

窒素の循環利用の視点で見ると、輸入
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食飼料と化学肥料は系外から持ち込まれ

る窒素である。持ち込まれた窒素は、循

環系のどこか（農地）に蓄積するか、系

外に流出（環境負荷）するかのいずれか

である。系内で発生した排出物を利用す

ることが、資源の有効利用と環境負荷の

低減に繋がる。 

グローバル化は私たちに豊かな生活を

提供してくれる。適地適作、適材適所で

お互いを支え合う合理的なシステムであ

ると言われる。これに対して、国や地域

レベルの資源循環を基本とする考え方は、

豊かな生活を否定し、Win-Win の関係を

崩すため、あり得ないと言われる。しか

し、物を移動させることは、エネルギー

がかかり、損失が生まれる（こぼれ落ち

ることと品質悪化の両方がある）。国内

や地域内で生産する方がエネルギーや資

材の投入が大きくなる場合があることは

理解している。それでも、資源利用にお

いて、まずは、域内循環利用を考えるこ

とが必要なのではないかと思う。 

輸入するということは、生産したとこ

ろから養分（資源）を奪ってくることを

意味する。Miwa（1990）20)は 77 ヶ国の食

料輸出入を窒素量で見積もり、アメリカ

合衆国、アルゼンチン、カナダ、オース

トラリア、フランスから大量の窒素が輸

出されていることを示した。これら食飼

料生産国は化学肥料や地域資源を投入し

て生産を行っているが、これらの投入が

ままならなくなると、土壌養分や地域資

源の枯渇が問題になると予想される。資

源の循環利用の観点は、グローバル化し

た現代において、重要性を増したのだと

考える。 
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宮崎県における畜産環境対策の現状と取組について 

宮崎県畜産試験場川南支場 

環境衛生科長

森   弘 

１．宮崎県の自然・農業の概要 

本県は、九州の東部に位置し、総面積

の 7,736km2 のうち、森林が 75.6％を占め、

農地(690km2)は 8.9％です。農地は概して

火山性不良土壌で覆われ、生産性が低く、

台風、集中豪雨などの自然災害を受けや

すい上に、大消費地から遠隔地にあるな

ど不利な条件もあります。しかし、「太陽

と緑の国」で象徴されるように、平均気

温が高く、温暖な気候に恵まれ、日照時

間、快晴日数は全国トップクラスにある

など、優れた自然条件を有しています。 

２．宮崎県の畜産の現状 

 本県の畜産は、国民の畜産物に対する

需要増大に支えられて、我が国の食料基

地として発展してきており、飼養頭羽数

では、全共２連覇の「宮崎牛」に代表さ

れる肉用牛が全国第 3位、「宮崎ブランド

ポーク」をはじめとする豚が全国第2位、

ブロイラーが全国 1 位と全国の上位を占

めています（表１）。 

表１ 本県畜産の位置付け     平成 26 年 2月 1 日現在（単位：頭、千羽） 

さらに、宮崎ブランドの一つである「み

やざき地頭鶏」は地鶏としては全国第 3

位の生産量を誇っています。生産規模に

ついては、担い手不足や高齢化の進展等

により、飼養戸数の減少、飼養頭羽数は

横ばい傾向であるものの、大規模経営体

や法人組織等を中心に規模拡大が進み、

全畜種において、1戸当たりの経営規模は

拡大しています。 

 また、本県の農業産出額の約 6 割は畜
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産が占めるなど、畜産は本県農業の中で

も重要な品目となっています （図１、２）。 

図１  宮崎県の主な品目別農業産出額 

（平成 25年） 

図２  宮崎県の畜産の農業産出額内訳 

（平成 25年） 

３．畜産環境をめぐる現状と課題 

（１）苦情件数の推移 

平成25年の畜産に対する地域住民の苦

情件数は 162 件で、ここ数年は、横ばい

傾向で推移しています。苦情を種類別に

みると、悪臭発生 81件、水質汚濁 29 件、

害虫発生 9 件となっており、畜種別では

肉用牛 53件、豚 47件、乳用牛 21件、ブ

ロイラー17 件、採卵鶏 9 件となっていま

す（図３、図４）。このため、今後とも悪

臭や水質汚濁に対する対応が求められて

います。 

図３  環境汚染問題種類別発生状況 

図４  環境汚染問題畜種別発生状況 

（２）家畜排せつ物の発生と処理状況 

県内における家畜排せつ物の発生状況

は、平成 25 年で約 416 万トンであり、 畜

種別にみると肉用牛 44％、豚 44％、乳用

牛 5％、ブロイラー6％となっています（表

２）。 

表２ 県内の畜種別家畜排せつ発生量

(平成 25 年)（単位：頭・千羽、千ｔ） 
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また処理区分別利用内訳を試算したデ

ータ（平成 18年）では、県内で発生する

家畜排せつ物のうち堆肥化処理が 61.6％、

液肥化処理が 10.5％、委託処理が 4.6％

となり、さらに養豚が主体の浄化処理が

18.2％、ブロイラー鶏糞が主体の焼却処

理が 5.1％となっています（表３）。 

表３  処理区分別利用内訳及び堆肥製品生産（単位：千ｔ、ha、％） 

＊家畜排せつ物の利用の促進を図るための県計画（宮崎県 平成 20年 3月） 

（３）処理区分別の窒素換算量 

これを窒素換算にすると堆肥化処理で

38.4％が利用され、次いで焼却処理で

36.0％が処理されており、これに浄化処

理の 11.9％を加えると全体の約 5 割に相

当し、農業用に利用される窒素負荷量が

大幅に軽減されていることも本県の特徴

であり、県内で発生する鶏糞のほぼ全量

を 2 箇所の鶏糞焼却施設で焼却処理して

いることが、他県と大きな違いとなって

います（表２、３、図５）。 

図５ 宮崎県における鶏糞焼却施設 
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（４）堆肥生産 

県内における堆肥生産量は 1,562 千ト

ンと推計されますが、地域別の農地に対

する堆肥充当率では、最も家畜飼養頭数

の多い北諸県地域が 140.9％をはじめ、南

那珂地域で 129％となり、最も低い西臼杵

地域では 53.3％と地域的な格差が発生し

ていますことから、堆肥の広域流通が課

題となっています。そのため、攻めの畜

産バイオマス有効活用促進事業（県単事

業）で、県外や農業外流通も含めて、県

産堆肥の広域流通を図っているところで

す。 

最近では、木質バイオマス発電による

木質チップの需要増に伴い、オガクズの

供給不足が懸念されていることから、戻

し堆肥利用よるオガクズ使用量の節減な

どの技術が求められています。そのため、

戻し堆肥マニュアルを作成し、県内の畜

産農家や畜産技術員に配布するなど、適

切な戻し堆肥の生産と利用を図っていく

予定です。 

４．本県畜産の新生に向けた取組と県

内養豚汚水処理施設のおける水質 

（１）畜産新生に向けた取組 

本県は、平成 22年の口蹄疫の発生によ

り、約 30 万頭の家畜を失いました。養豚

農家では、口蹄疫の蔓延防止の観点から、

浄化処理施設に大量の消毒薬が投入され、

機械等が使用できなくなった農家も多く

ありました。本県養豚の新生のためには、

浄化処理施設の再稼働が必要不可欠であ

ることから、施設機械等の再整備が必要

な農家については、町及び関係機関が農

家のヒアリングや個別指導を行い周辺環

境に配慮した施設の整備を行いました。 

（２）県内養豚汚水処理水の水質の概要 

平成 25 年度に、県内 28 箇所の養豚農

家における浄化処理施設の水質分析を行

ったところ、SS、BOD については連続式

活性汚泥処理で高い傾向がみられ、膜分

離式活性汚泥で低い傾向となりました。

対象となった連続式活性汚泥処理施設で

は、原水の SS が高く、全体的に負荷量が

高いと推定されることから、普及センタ

ー等を通じて、改善指導を行っていると

ころです。 

写真１  低負荷回分式活性汚泥施設の導入 

また、硝酸性窒素等の濃度については、

平均値で 170.7mg/L でしたが、回分式（写

真１）、宮崎県方式で低い結果となりまし

た。これは、回分式が嫌気的な工程を取

りやすい点や、原水の希釈が前提である

施設等があった結果であると考えられま

す(表４)。硝酸性窒素等の暫定排出基準

は、今後、更に厳しくなることが予想さ

れることから、嫌気工程を取り入れた運

転管理についても検証していく予定です。 
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表４  処理方式別の養豚汚水処理水質（平成 25年度） 

５．おわりに 

本県の畜産が将来ともに持続的な発展

を続けるには、家畜排せつ物の適正な管

理を推進するとともに、堆肥の広域流通

を図るなど、県産堆肥の利用拡大が重要

なカギとなります（写真２）。 

写真２  耕畜連携による堆肥の散布作業 

試験研究機関においても、現場ニーズ

に対応した試験に取り組みながら、本県

畜産の振興の一翼を担ってまいります。 
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